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水戸地方裁判所委員会（第３５回）議事概要 

 

１ 日  時 

令和２年１１月２日（月）午後１時３０分から午後３時３０分まで 

２ 開催場所  

水戸地方裁判所大会議室 

３ 出 席 者  

（委員） 

   阿部重典，荒井英明，海老原健，大木光子，加藤祐一，小西俊一，中島経

太，前田英子，村上信夫，村上正子，渡部勇次（委員長）（五十音順 敬

称略） 

  （事務担当者等） 

   畠山英樹民事首席書記官，菊地明弘刑事首席書記官，小松且昌事務局長，

早稲田浩事務局次長，名雪泉総務課長，布留川真紀総務課課長補佐 

４ 議事 

 ⑴ 施設見学 

⑵ 新任委員の紹介（荒井委員，海老原委員，加藤委員，中島委員） 

⑶ 前回の第３４回委員会（令和元年１１月５日実施，テーマ「法教育につい

て」）において委員から出された意見に基づいて裁判所が取り組んだ状況を

以下のとおり報告した。 

 ア 水戸地方裁判所及び水戸家庭裁判所が連携し，広報連絡会を立ち上げ，

内外の意見を反映した企画を検討しながら広報活動を行うこととした。  

 イ 新型コロナウイルス感染症拡大の中での広報活動を検討し，ウェブサイ

トを通じた広報の取組も検討を始めた。 

⑷ 本日のテーマ「司法サービスの提供や裁判手続の迅速な実施と新型コロナ

ウイルス感染症拡大防止のための措置とのバランスについて」 
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事務局長，前田委員及び中島委員から，水戸地方裁判所における取組状況

等について説明がなされた。 

⑸  テーマについて意見交換をした概要（●委員長，○委員，□事務担当者） 

○ 今回の新型コロナの影響で，民事の件数などで例年との変化は出ているでしょ

うか。 

● 緊急事態宣言期間中は新しい事件の申立ては減っていましたが，全くなくなる

わけではありませんでした。宣言の解除後は，段々戻りつつありますが，４月

から１０月までの累計は昨年度と比較すると少ないです。破産事件についても

今後は増えるという予想もあるようですが，実際の動きにはまだ繋がっていま

せん。刑事事件も，全体としては事件数が少ない状態で推移しているという状

況です。 

○ 職員の方の在宅勤務はされたのでしょうか。 

● 民事では，裁判官も含めますと，緊急事態宣言下で一番業務縮小した時で７割

程度ぐらいが在宅勤務をしていました。刑事は，３割強ぐらいが在宅勤務をし

ていました。宣言解除後の６月２２日以降は大体全員出てきていますが，裁判

官には，可能であれば週１回ぐらいは在宅勤務をするようにと推奨していま

す。 

続いて，具体的に裁判所の感染予防の対応を御覧になられて，配慮が足りな

いのではないかという点も含めて御意見，御感想がありましたらお聞きしたい

と思います。 

○ 建物に入るときに，今は手指の消毒や熱を測るものがあったと思います。少年

院でも，入るときには手指の消毒・身体のミスト消毒や体温を測っています。 

それから，書面で，マスクはお持ちですか，海外渡航歴はありますかなどとい

った細かい点を確認するものがあります。 

少年院は寝泊まりしていることもあり，ものすごく厳しい状況ですので，面

接するときにはマスクを着用し，裁判所の衝立とビニールカバーのパーティー
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ションと同じようなやり方をしており，皆さん大変だなということを実感する

ことができました。また，接見室などいろいろな部屋を見させていただき，こ

のような場所で私の関わる対象者もやるのだということが分かりました。 

● 検温については，傍聴の自由があるため，どこの誰が傍聴しているかというこ

とや，体温を測るというような個人情報に直接アクセスするということについ

て，裁判所が行ってよいのか議論があるところです。 

○ 法廷の中で誰かが感染したというときに，例えば何時からの何号法廷でクラス

ター，感染者がありましたといったことをホームページなどで公表することを

お考えなのかどうか教えていただきたい。 

● まだ実際に感染者が出たという事実はないのですが，裁判所の職員も含めて感

染者が出た場合には関係者には事前にお知らせをした上，公表するということ

にしております。その際にはどこの法廷にいたということが問題になれば，そ

のことも含めて，公表する扱いになっています。 

○ 消費生活センターでは，ほとんどが電話相談になります。市町村の相談員を集

めての研修会などの際には，受付のときに検温を実施しております。また，相

談室には，アクリル板の仕切りをおき，なるべく相談する方と物理的に距離が

取れるような形で，換気もしながら対応しています。 

県の業務継続マニュアルの中で，消費生活相談は，便乗商法で被害拡大の恐

れがあるので継続しなければならないことになっております。今回の新型コロ

ナウイルス感染拡大についても，消費者の安全安心が確保される態勢を継続す

るよう消費者庁からの要請もありましたので，２班に分けて，どちらかの班で

感染者なり濃厚接触者が出た場合でも，業務を続けられるような態勢をとりま

した。 

そこで課題と感じたのは，在宅勤務で相談員に何をしていただくかというこ

とです。徐々にリモートワークの環境も整ったので，実際に職場のサーバーに

アクセスしながら仕事はできたのですが，相談業務をまとめている全国共通の
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データーベースのシステムだけは職場に来て専用端末でしか作業できないとこ

ろが課題として残っております。今後，消費生活センターのＩＣＴ化への対応

も考えていかなくてはならないと思っていますが，そういう中で検討していき

たいと考えております。また，相談業務自体についてメールやＳＮＳを使うと

いう話も出てきていますので，そのあたりを今後検討していくことが課題と思

っております。 

○ 見学したところだけではなく，どこの部屋もあのようなシートがかかっている

のですが，だいぶ苦労されているなと感じていました。 

また，法廷では，時期に応じて違ってきているのかもしれませんが，証言席

のマイクを一人が話をするたびに消毒するということまで徹底されていた事件

に当たったこともあり，配慮されていると感じました。 

刑事事件の関係では，在宅の被告人の事件について，期日前に裁判所から被

告人の体調の確認があった上で法廷に臨んでいました。裁判所としてできるこ

とがどうしても限られ，刑事事案に限らず当事者を連れてくるのは弁護士等と

いうこともあるので，その情報を頼りになんとか感染対策をやっているという

ところもあるのではないかと思っていました。 

○ 金融機関では，全てのお客様に対して検温をすることまではやっておらず，基

本的にはなるべく御来店いただかない方向で，キャッシュレスあるいはリモー

トでの相談といった方法に誘導しています。また，金融機関にいらっしゃるお

客様は，何らかの個人情報を残していかれますので，どなたがいらっしゃった

のかは大体わかる形になっています。ただ，会議を主催するときなどは，検温

をお願いしています。 

対応についても，本当に継続しなければならない業務をまずはあぶり出し

て，２交代制でやっておりました。この人でなければ，というある程度属人的

な部分がどうしてもあり，そこを二交代制でうまく回せるかがかなり論点とな
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りましたが，前任者あるいは退職した方も含めて，どういうバックアップ体制

を取れるのかを詰めた上で対応いたしました。 

○ 調停であるとか，民事の弁論手続といった多数当事者が関わってくる事件など

に関しては，密になることについて若干不安が出てくることがあるのではない

かと思います。 

東京家裁では当事者に確認の上，ドアを開け放してやるということで，非公

開の手続ということと，密を避けるということのバランスの取り方は苦労され

ているのではないかと感じていました。 

○ 先ほど傍聴人を特定するのはあまりよくないのではないかというお話を伺った

のですが，県の会議や，ある程度の施設に行くといばらきアマビエちゃんとい

うのがありまして，ＱＲコードを読み取って空メールを送ると，後から感染者

が出た時に知らせが来るというものがあります。その方式ですと，メールアド

レスは知られてしまうのですが，他の情報は知らせなくて済むという中間の方

策なんでしょうけれども，そういうものの活用も可能ならばしてみてはいかが

と思いました。 

● 裁判を緊急事態宣言のもとで縮小して，緊急性の高いものだけに限って行い，

そうでないものは停止して延期等の手続きを取ったということ自体については

どのようにお考えでしょうか。 

○ 例えばどういう基準で緊急性という判断をされているのでしょうか。 

● 民事でいいますと，保全事件やＤＶ事件，あるいは執行でも，強制執行の差押

えを入れるところまでなどは続け，他の一般的な訴訟や調停については止めた

という形です。刑事は，身柄事件や令状処理については行っていました。 

○ 金額の差とか，ＤＶの緊急の度合いとか，そういう差はつけておらず，カテゴ

リーだけで分けていくという形だったのでしょうか。 
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○ カテゴリーで分けている中で，当事者の方から緊急性のある事情を述べていた

だければ，裁判官がそれにはもちろん対応するということではないかと思いま

す。 

○ カテゴリーの中でということは，今いわれた保全，ＤＶや人身保護法，差押え

などのカテゴリーに入らないものでも，当事者が緊急性が高いというふうにい

えば対応されたのでしょうか。 

○ もしそのように何らかの事情があれば，伺わなければいけませんが，当事者の

方がそう申し出たことが，本当に緊急性があるかどうかは，もちろん吟味させ

ていただくことになると思いますし，実際にそういう場面はありませんでし

た。 

● エッセンシャルワークとして裁判を止める必要がなかったのではないかとお感

じの方は，ちょっと手を挙げていただいてもよろしいでしょうか。 

 （挙手なし） 

  緊急性のあるものと，ないもので分けて，対応すべきだったというように思わ

れる方は，手を挙げていただけますでしょうか。 

 （委員（２名を除く）全員挙手） 

○ 合理的な線の引き方だろうなと思って聞いておりました。民事事件は，保全手

続であるとか，人身保護的なものについては，すぐに対応しなければならない

でしょうし，それ以外の部門については，その間停止しているのはやむを得な

いところがあるのかなと思いました。刑事事件については，身柄が取られてい

る事件については人権に直接関わってくるものですから，それはこういう事態

であっても進めていかなければいけないところです。保釈中の被告人は，そも

そも外には出ていますけれども，いろいろな制限をつけられていますので，そ

ういう方についてはなるべく早く進めていただけるというような形で，実際に

そうやっていただいていたのかなと個人的な印象では思っています。 
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○ １２月１４日からウェブ会議をスタートするということで，実施するに当たっ

て，研修をしたり，マニュアルを作成したり，そういったことをされているの

でしょうか。 

● どういう使い方ができるかとか，どういう条件だったらいいかなどの問題もあ

り，そのような準備をしています。機器もパソコンなどを購入して整備しなけ

ればならないということもありまして，ある程度大きい庁から，順次入れてい

くというところです。 

○ ウェブ会議自体はこのコロナがあったから始まるというわけではなくて，もと

もと順次始めていこうということで，今年から始めていく手続として予定され

ていたと聞いています。弁護士会の方でも，研修会を裁判所と共同してやった

りもしているというところです。了解が得られればその手続きに乗れるという

ことで，浸透していくにはもう少し時間がかかるのではないかという認識で

す。今回始まるのは，現行法の下でできる手続に限られていますので，法律の

整備が進んでいくと，もう少し違う手続までできることが予定されていると聞

いています。 

● 先ほど御指摘のあった裁判所の職員が在宅勤務でどこまで仕事が充実したもの

ができるかについては，一般職の場合，記録を持ち帰るという仕事ではなかっ

たものですから，かなり限られていたというのは事実としてあります。その点

についても記録の持ち帰りの範囲ですとか，色々なことについて検討を加えて

今後に備えているというところです。 

○ 職員の方のテレワークの仕事内容は，割とメールで進むことが多い気がするの

ですが，裁判所の場合は，庁舎内でもメールのやり取りをすることはしないん

でしょうか。 

□ 民事事件では，例えば鑑定をお願いした委員と鑑定情報のやり取りをしたり，

労働審判員と連絡をしたりということに限って利用しています。 
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● 最終的には書面でもらわないと裁判の記録にできないというように法律がなっ

ています。法律改正も含めて，法制審議会で検討されていますので，そういう

ことも含めて立法的な解決が図られ，それに伴って，法律が変われば，事務も

変えられるという部分もかなり多いのではないかと思っています。 

○ ウェブ会議の話ですが，面接とかには支障が出てきたりするのは感じられるの

で，有利不利のようなものは出たりしないのかなというのがあるので，どのよ

うなイメージで，どのようなシステムを考えられているのかというのを教えて

いただければと思います。 

● 争点整理や訴訟進行に関して，裁判所と原告代理人，被告代理人との間での打

合せの内容をウェブ会議を通じてやります。有利不利の点については，双方が

同意をした事件から始める，まずは代理人である弁護士がついている事件から

始めるということになっています。ウェブ会議を利用するかしないかで，有利

不利になることはないという前提に手続を進めようとしています。 

 本当に率直な御意見をいただきましてありがとうございました。今後もコロ

ナ対策が続いていくと思います。緊急事態宣言がまた出されないとも限りませ

んので，今いただいた御意見等をもとにさらに裁判所としても，対応をきっち

りしていきたいと考えております。 

５ 次回のテーマ  

 「民事訴訟のＩＴ化について」 

６ 次回の開催期日 

  令和３年６月７日（月）午後１時３０分から午後３時３０分まで 

 

 


